地域コミュニティ再生促進事業実施要領
（目的）
第１条　地域コミュニティ再生促進事業は、地域における多様なニーズや課題に対応する住民主体のコミ
ュニティ活動を支援することにより、人と人とがつながり合うあたたかな地域コミュニティの再生を図

り、魅力ある地域を形成することを目的とする。

　（助成対象者）

第２条　助成対象者は、次に掲げる条件をすべて満たす団体とする。
(1)　栃木県コミュニティ協会会員であること

(2)　原則として一定の活動実績があり、事業を完遂できる見込みがあること
(3)　代表者が明らかで、定款や規約等を有しており、会計経理が明確で過去の決算書を提出できること

（助成対象の活動等）

第３条　助成対象となる活動の名称及び内容は、次に掲げるもののうち、新規事業（３年以内）、既存事業のうち時宜を得た工夫を加えた事業（既存事業に時宜を得た工夫を加えてから３年以内）又は復活させた事業（３年以上休止していた事業を復活させてから３年以内）とする。
(1)　安全確保（交通安全・防犯・防災・消防・救急等）
(2)　地域福祉（ボランティア活動・高齢者見守り等）
(3)　青少年健全育成（非行防止等）　　

(4)　情報提供（広報誌発行・ホームページ開設等）　　

(5)　教育関係機関等との連携（学校・ＰＴＡ・児童館・保育所・幼稚園・公民館等）

(6)　環境保全（環境美化・緑化推進等）
(7)　組織の基盤強化（先進事例視察、勉強会等）

２　次の各号のいずれかに該当する場合は、助成対象外とする。
(1) 既に国、県、市町、その他の団体等から助成を受けている事業
(2) 専ら営利を目的とする事業
 （3）特定の政治、宗教活動を目的とする事業

 （4）団体等の運営費

（助成金の交付率等）

第４条　助成金の交付率は、前条第１項に該当する活動に要する経費の１０/１０とする。ただし、協会の予算の範囲内で初めて助成を受ける団体への助成金額の上限は５万円とし、過去に本事業による助成を受けたことがある団体への助成金額の上限は３万円とする。
２　団体が助成を受ける回数は最大３回までとし、過去に本事業による助成を受けた事業内容とは異なる事業に限る。
３　助成の対象経費は、諸謝金（講師等）、旅費（講師等）、消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、手数料、使用料及び会場賃借料、その他必要経費（ただし、食糧費は除く）とする。

　（助成金の交付の申請）

第５条　助成金の交付申請をしようとする者は、別に定める期日までに様式１の助成金交付申請書に収支予算書を添えて、会長に提出しなければならない。
（審査）

第６条　会長は、助成対象者及び助成対象活動の決定に当たって、その透明性･客観性を確保するため、別に定める審査委員会の意見を聴くものとする。

　　
（助成金の交付決定）

第７条　会長は、助成金の交付の決定をしたときは、すみやかにその決定の内容及びこれに条件を附した

場合にはその条件を助成金の交付申請した者に通知するものとする。
（実績報告）

第８条　助成金の交付を受けた者は、助成事業が完了したときは、助成事業の成果を記載した様式２の助

　成事業実績報告書に、収支決算書を添えて、会長に報告しなければならない。
　附則　　 この要領は、平成２４年５月１８日から施行する。

  附則     この要領は、平成２５年５月１日から施行する。
　附則　　 この要領は、平成２７年５月２５日から施行する。

附則　　 この要領は、平成３０年５月２１日から施行する。

　附則　　 この要領は、令和２年５月２１日から施行する。
　附則　　 この要領は、令和３年１月２５日から施行する。
　附則　　 この要領は、令和３年５月２４日から施行する。
様式１（第５条関係） 
                                  令和　　年　　月　　日
栃木県コミュニティ協会会長 　様
所在地 〒

団体の名称
代表者氏名
令和　　年度地域コミュニティ再生促進事業の助成金交付申請書
　　
このことについて、助成金の交付を受けたいので、下記のとおり申請します。
	事　　業　　名
	
	事業区分
	

	事　業　期　間（期日）
※復活させた事業については、休止時期も記入
	令和　　年　　月     日　～　令和　　年　　月　　日

	事業の目的
	

	事業内容
※対象者、人数等具体的かつ詳細に記載すること
	

	期待される効果


	

	事業費総額
	　　　　　　　　　　　　　円

	助成金交付申請額
	　　　　　　　　　　　　　円

	過去の地域コミュニティ再生促進事業の助成金の交付の有無
	　・有　　（　　　　　　年交付）
　・無

	連絡担当者氏名
	（ 連絡先　TEL　　　　　-             -   　　　）
　　　　　   (　  　　 Ｅ-mail                              )

	※添　付　資　料
	□収支予算書（附表１－１）
□規約・会則等
□会員名簿
□申請事業の詳細が分かる資料
□過去の活動実績が分かる資料


（附表１－１）
令和　　年度地域コミュニティ再生促進事業収支予算書
１　収入の部
	区分
	予算額（円）
	積　算　内　訳

	
	自己資金（Ａ）
	
	
	

	
	その他収入（Ｂ）
	
	
	　

	
	助成申請額（Ｃ）
	
	 
	

	
	収入合計（Ｄ）
	
	※(E)と一致
	


（※）助成申請額（Ｃ）は、限度額５万円です。
２　支出の部
	　　区　　　分

	予　算　額　(円)
	積　算　内　訳


	
	
	うち助成金

充当額(円)
	

	講師等謝金
	
	
	

	講師等旅費
	
	
	

	消耗品費
	
	
	

	印刷製本費
	
	
	

	通信運搬費
	
	
	

	手数料
	
	
	

	使用料及び賃借料
	
	
	

	その他
（　　　　　　　　）
	
	
	

	支　出　合　計（Ｅ）
	　
※(D)と一致
	※(C)と一致
	


様式２（第８条関係） 
                                  令和　　年　　月　　日
栃木県コミュニティ協会会長 　様
所在地 〒

団体の名称
代表者氏名
地域コミュニティ再生促進事業助成金の業務実績報告書
　令和　　年　　月　　日付けで助成の決定を受けた事業について、下記のとおり報告します。
	事　　業　　名
	

	事　業　期　間（期日）
※復活させた事業については、休止時期も記入
	令和　　年　　月     日　～　令和　　年　　月　　日

	事業内容

※実施項目、参加数、運営体制等について具体的かつ詳細に記載すること
	

	事業実施の成果


	

	事業費総額
	　　　　　　　　　　　　　円

	助成金交付済額
	　　　　　　　　　　　　　円

	※添　付　資　料
	□収支決算書（附表２－１）
□事業の詳細が分かる資料及び写真等


（附表２－１）
令和　　年度地域コミュニティ再生促進事業収支決算書
１　収入の部
	区分
	決算額（円）
	積　算　内　訳

	
	自己資金（Ａ）
	
	
	

	
	その他収入（Ｂ）
	
	
	

	
	助成金交付額（Ｃ）
	
	 
	

	
	収入合計（Ｄ）
	
	※(E)と一致
	


２　支出の部
	　　区　　　分

	決　算　額　(円)
	積　算　内　訳


	
	
	うち助成金

充当額(円)
	

	講師等謝金
	
	
	

	講師等旅費
	
	
	

	消耗品費
	
	
	

	印刷製本費
	
	
	

	通信運搬費
	
	
	

	手数料
	
	
	

	使用料及び賃借料
	
	
	

	その他
（　　　　　　　　）
	
	
	

	支　出　合　計（Ｅ）
	※(D)と一致
	※(C)と一致
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